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B 

強制加入被保険者の種類（法７） ケース１ 

２０歳になった方には日本年金機構から「国民年金被保険者資格取得届書」が送られます。 
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強制加入被保険者の種類（法７） ケース１ 

第七条  次の各号のいずれかに該当する者は、国民年金の被保険者とする。 

 一   日本国内に住所を有する二十歳以上六十歳未満の者であつて次号及び 

    第三号のいずれにも該当しないもの（被用者年金各法に基づく老齢又は 

    退職を支給事由とする年金たる給付その他の老齢又は退職を支給事由 

    とする給付であつて政令で定めるもの（以下「被用者年金各法に基づく老 

    齢給付等」という。）を受けることができる者を除く。以下「第一号被保険者」 

        という。） 

 二   被用者年金各法の被保険者、組合員又は加入者（以下「第二号被保険者」 

    という。） 

 三   第二号被保険者の配偶者であつて主として第二号被保険者の収入により 

    生計を維持するもの（第二号被保険者である者を除く。以下「被扶養配偶 

    者」という。）のうち二十歳以上六十歳未満のもの（以下「第三号被保険者」 

    という。） 
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強制加入被保険者の種類（法７） ケース１ 

Point 基本的に、日本国内に居住する２０歳以上６０歳未満の人はすべて

国民年金制度の対象になっています。 

その被扶養配偶者は 

第３号被保険者 第２号被保険者 

それ以外の方は 

第１号被保険者 

会社などにお勤めの方は 
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強制加入被保険者の要件 

第七条 
一  日本国内に住所を有する二十歳以上六十歳未満の者であつて次号及び
第三号のいずれにも該当しないもの（被用者年金各法に基づく老齢給付等
を受けることができる者を除く。） 

Point 
国内居住要件 日本国内に住所を有すること 

年齢要件 ２０歳以上６０歳未満 
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強制加入被保険者の要件 

第七条 

二  被用者年金各法の被保険者、組合員又は加入者 

被用者年金各法 

厚生年金保険法 社会保険の適用事業所にお勤めの方 

国家公務員共済組合法 国家公務員 

地方公務員等共済組合法 地方公務員 

私立学校教職員共済法 私立学校教職員 

国内居住要件 なし 

年齢要件 なし 
Point 
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強制加入被保険者の要件 

第２号被保険者の配偶者 

第２号被保険者に生計維持されている配偶者 ３号被保険者 

会社員や公務員等としてお勤めの場合 ２号被保険者 

第２号被保険者の扶養に入らない場合 １号被保険者 

国内居住要件 なし 

年齢要件 ２０歳以上６０歳未満 

第七条 

三  第二号被保険者の配偶者であつて主として第二号被保険者の収入により生計を
維持するもののうち二十歳以上六十歳未満のもの 

Point 
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強制加入被保険者の要件 

国内居住 年齢 生計維持 国籍 

第１号被保険者 日本国内 
２０歳以上 
６０歳未満 × × 

第２号被保険者 × × × × 

第３号被保険者 × ２０歳以上 
６０歳未満 

第２号被保険者 
による生計維持 × 
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住所（住民基本台帳法４） 

Point 第１号被保険者の国内居住要件 住民票の有無で判断 

第１号被保険者の資格取得の届出 住所地の市町村長に提出 

 
 

 
 

（住民の住所に関する法令の規定の解釈） （住民の住所） 
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被扶養配偶者の認定基準（令４） 

例： 

扶養に入るための本人の年収 １００万円 

同一世帯 同一世帯に属していない 

 
 

対象者の年間収入が１３０万円未満      
かつ 

対象者の年間収入が１３０万円未満      
かつ 

対象者の年間収入が１３０万円未満      
かつ 

当該世帯の生計の状況を総合的に勘案して、当該第２号被保険者がその世帯の生計維持の中
心的役割を果たしていると認められるとき 

第２号被保険者の年収が２００万円の場合・・・ 
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外国人 

 
 
 

 
 

被保険者 

外国人 

住民基本台帳法 
第３０の４５ 

（外国人住民に係る住民票の記載事項の特例） 

平成２１年基本台帳法の改正後 

被保険者 

平成２１年基本台帳法の改正前 

外国人 

外国人登録法 
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外国人 

中長期在留者等 

短期滞在者等 

日本国内に住所を有することが明らかとなった者 

被保険者 

ので被保険者とならないこともある。 

年金通算二国間協定の適用を受ける者は 

（外国人住民に係る住民票の記載事項の特例） 

住民基本台帳法３０の４５ 

平成２４年国発０６１４第１号 
平成２４年管管発０６１４第２号 

（国民年金における外国人適用について） 
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外国人 

母国の年金制度の加入期間と合計 されることがあります。 

２．社会保障制度に関する協定が結ばれている場合は、 

が受給できます。 １． 障害年金 遺族年金 

３．母国に帰国することになった場合は、 

脱退一時金 が支給されます。 
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自 営 業 者 等 強制加入 第１号被保険者 

任意加入 被 扶 養 配 偶 者 

適用除外 第２号被保険者 会 社 員 ・ 公 務 員 

海 外 居 住 の 日 本 人 適用除外 任意加入被保険者 

任意加入 学 生 第１号被保険者 

適用除外 第１号被保険者 国 内 居 住 の 外 国 人 強制加入 

任意加入 適用除外 第１号被保険者 国 会 議 員 

任意加入 
被 用 者 年 金 制 度 の 
障害・遺族年金受給者 

第１号被保険者 

第３号被保険者 

昭和36年4月 

被保険者区分の主な変遷 

昭和61年4月 

昭和57年1月 平成3年4月 
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任意加入被保険者（法附則５①） 

日本国籍を有し海外に居住している者 ③ 

６０歳以上 
６５歳未満 

老齢又は退職を支給事由とする
給付を受けることのできる者 

① ② 
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B 

海外在住の任意加入被保険者 
（法附則５、６年改正法附則１１、１６年改正法附則２３）ケー
ス２ 

海外在住の任意加入被保険者 （法附則５、６年改正法附則１１、１６年改正法附則２３）ケース２ 

？ 
受給資格要件 年金額の計算 

任意加入なし 

任意加入あり 

（合算対象期間） 

○ 

× 
○ 

○ 
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特例による任意加入被保険者 
（６年改正法附則１１①、１６年改正法附則２３①） 

特例による任意加入被保険者（６年改正法附則１１①、１６年改正法附則２３①） 

 
 

 
 ６５歳以上 

７０歳未満 
６５歳以上 
７０歳未満 

昭和４０年４月１日以前の生まれの人 

受給資格期間を満たすため 年金を増額するため 

任意加入 

任意加入の特例 

○ 

○ ○ 

× 

！ 

16 



5 

第6回 公的年金の分かりやすい
情報発信モデル事業検討会 
平成26年11月17日 

 
資料 3-2b 
 

被保険者の区分図 

第１号被保険者 

任意加入 
任意加入 
の特例 

第２号被保険者 

第３号被保険者 

任意加入 
任意加入 
の特例 

老齢基礎年金等受給権の
ない者（３００月限度） 

老齢厚生年金等の 
受給権者（任意加入） 
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確認問題 

解答 

日本国内に住所を有する者であれば、国籍を問わず、２０歳未満の者であっても、 
申し出ることによって任意加入被保険者になることができる。 

法附則５② 

２０歳未満の者は任意加入することができません。 

問題１ 

解答 

日本に住んでいる外国人の住所は、外国人登録法に基づいて把握する。 

住民基本台帳法３０の４５ 

平成２１年の改正により、外国人も住民基本台帳の対象となりました。 

問題２ 
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